
（別紙１）
[確報値]

中小企業金融円滑化法に基づく貸付条件の変更等の状況について

平成25年８月７日

金融庁

　中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律（平成21年法律第96号。以下「法」とい

う。）第２条に掲げる金融機関は、法第８条の規定に基づき、法施行日（平成21年12月４日）から平成25年３月31

日までの間に行った貸付条件の変更等の状況を（平成25年５月15日までに）行政庁に報告したところです。今般、

金融庁は、当該報告の概要を以下のとおり取りまとめましたので、これを公表いたします。



[確報値]

上段は件数、下段括弧内は金額（単位：億円）

申込み 実行 謝絶 審査中 取下げ 実行率① 実行率②
(A) (B) (C) (B)/[(B)+(C)] （B)/（A）

574,173 531,029 14,399 15,395 13,350 97.4% 92.5%
(297,114) (278,326) (7,531) (6,448) (4,807) 

1,980,676 1,842,601 51,014 33,293 53,768 97.3% 93.0%
(556,659) (524,062) (13,157) (8,899) (10,539) 

32,737 27,493 2,683 574 1,987 91.1% 84.0%
(4,694) (3,531) (981) (38) (142) 

1,484,790 1,391,778 34,206 21,576 37,230 97.6% 93.7%
(276,453) (260,186) (6,162) (4,089) (6,010) 

230,048 217,484 4,039 2,577 5,948 98.2% 94.5%
(46,491) (43,836) (963) (691) (998) 

4 4 0 0 0 100.0% 100.0%
(5) (5) (0) (0) (0) 

9,788 9,345 117 171 155 98.8% 95.5%
(7,780) (7,478) (99) (79) (120) 

57,746 55,330 1,070 313 1,033 98.1% 95.8%
(6,804) (6,066) (309) (119) (305) 

4,369,962 4,075,064 107,528 73,899 113,471 97.4% 93.3%
(1,196,000) (1,123,490) (29,202) (20,363) (22,921) 

※２　地域銀行とは、地方銀行、第二地方銀行及び埼玉りそな銀行をいう。

※７　信農連、信漁連はそれぞれ信用農業協同組合連合会、信用漁業協同組合連合会の略。農林中央金庫の計数を含む。
※８　記載金額は、億円未満を切り捨てて表示。
※９　左端の欄中の括弧内は、平成25年３月末時点の金融機関数。
※10 件数は、貸付債権ベース。

主要行等(10)

信用組合(158)

１．債務者が中小企業者である場合

  債務者が中小企業者である場合における貸付条件の変更等の状況は、下表のとおりです。全業態の合計では、実行率①

が97.4%、実行率②が93.3%となっています。

※５

※１

地域銀行(106) ※２

労働金庫(14) ※６

信用金庫(271)

※３　その他の銀行とは、主要行等・地域銀行を除く国内銀行をいう。ただし、平成24年９月10日に解散した日本振興銀行の計数を含む。

※４

その他の銀行(26)※３

※６　労働金庫連合会の計数を含む。

信農連・信漁連(66) ※７

農協・漁協(858)

合計(1509)

※１　主要行等とは、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、 三井住友銀行、 りそな銀行、三井住友信託銀行、
　　　  新生銀行、あおぞら銀行をいう。

※４　信金中央金庫の計数を含む。
※５　全国信用協同組合連合会の計数を含む。



[確報値]

上段は件数、下段括弧内は金額（単位：億円）

申込み 実行 謝絶 審査中 取下げ 実行率① 実行率②
(A) (B) (C) (B)/[(B)+(C)] （B)/（A）

67,411 56,678 4,308 1,475 4,950 92.9% 84.1%
(12,434) (10,485) (813) (273) (861) 

150,682 116,728 12,189 2,942 18,823 90.5% 77.5%
(22,723) (17,747) (1,801) (463) (2,709) 

4,142 3,543 271 68 260 92.9% 85.5%
(554) (437) (57) (10) (50) 

71,145 59,767 4,176 1,124 6,078 93.5% 84.0%
(10,240) (8,673) (597) (165) (801) 

11,822 10,118 693 145 866 93.6% 85.6%
(1,720) (1,492) (96) (23) (106) 

13,053 10,597 1,230 281 945 89.6% 81.2%
(1,769) (1,435) (170) (39) (123) 

226 204 3 2 17 98.6% 90.3%
(27) (24) (0) (0) (1) 

6,971 5,233 515 160 1,063 91.0% 75.1%
(913) (682) (65) (22) (142) 

325,452 262,868 23,385 6,197 33,002 91.8% 80.8%
(50,380) (40,975) (3,599) (995) (4,793) 

※２　地域銀行とは、地方銀行、第二地方銀行及び埼玉りそな銀行をいう。

※７　信農連、信漁連はそれぞれ信用農業協同組合連合会、信用漁業協同組合連合会の略。農林中央金庫の計数を含む。
※８　記載金額は、億円未満を切り捨てて表示。
※９　左端の欄中の括弧内は、平成25年３月末時点の金融機関数。
※10 件数は、貸付債権ベース。

その他の銀行(26)※３

※５　全国信用協同組合連合会の計数を含む。
※６　労働金庫連合会の計数を含む。

信農連・信漁連(66) ※７

農協・漁協(858)

合計(1509)

※４　信金中央金庫の計数を含む。

※１　主要行等とは、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、 三井住友銀行、 りそな銀行、三井住友信託銀行、
　　　  新生銀行、あおぞら銀行をいう。

※３　その他の銀行とは、主要行等・地域銀行を除く国内銀行をいう。ただし、平成24年９月10日に解散した日本振興銀行の計数を含む。

２．債務者が住宅資金借入者である場合

　債務者が住宅資金借入者である場合における貸付条件の変更等の状況は、下表のとおりです。全業態の合計では、実行

率①が91.8%、実行率②が80.8%となっています。

主要行等(10) ※１

地域銀行(106) ※２

信用金庫(271) ※４

信用組合(158) ※５

労働金庫(14) ※６


